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施
行
期
日
等

^

金
融
庁
組
織
令（
平
成
一
〇
年
政
令
第
三
九
二
号
）

に
つ
い
て
所
要
の
改
正
を
行
う
こ
と
と
し
た
。（
附
則

第
二
項
関
係
）

_

こ
の
政
令
は
、
不
当
景
品
類
及
び
不
当
表
示
防
止

法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
等
の
法
律
（
平
成
二
六
年

法
律
第
七
一
号
）
の
施
行
の
日
（
平
成
二
六
年
一
二

月
一
日
）
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
し
た
。

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

３

こ
の
政
令
は
、
金
融
商
品
取
引
法
等
の
一
部
を
改
正

す
る
法
律
附
則
第
一
条
第
二
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行

の
日
（
平
成
二
六
年
一
一
月
二
九
日
）
か
ら
施
行
す
る

こ
と
と
し
た
。

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

５

不
動
産
、
不
動
産
化
体
株
式
、
大
口
株
式
、
恒
久
的

施
設
の
事
業
用
資
産
等
の
譲
渡
収
益
に
対
し
て
は
、
源

泉
地
国
に
お
い
て
課
税
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
そ
の
他

の
財
産
の
譲
渡
収
益
に
対
し
て
は
、
譲
渡
者
の
居
住
地

国
に
お
い
て
の
み
課
税
す
る
こ
と
が
で
き
る
。（
第
一
三

条
関
係
）

◇
花
き
の
振
興
に
関
す
る
法
律
の
施
行
期
日
を
定
め
る
政

令
（
政
令
第
三
六
九
号
）（
農
林
水
産
省
）

花
き
の
振
興
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
六
年
法
律
第
一

〇
二
号
）
の
施
行
期
日
は
、
平
成
二
六
年
一
二
月
一
日
と

す
る
こ
と
と
し
た
。

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

◇
花
き
の
振
興
に
関
す
る
法
律
施
行
令
（
政
令
第
三
七
〇

号
）（
農
林
水
産
省
）

１

種
苗
法
の
特
例
に
係
る
出
願
料
及
び
登
録
料
の
軽
減

を
受
け
よ
う
と
す
る
場
合
の
申
請
手
続
を
定
め
る
と
と

も
に
、
出
願
料
及
び
第
一
年
か
ら
第
六
年
ま
で
の
各
年

分
の
登
録
料
の
四
分
の
三
に
相
当
す
る
額
を
軽
減
す
る

こ
と
を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
第
一
条
及
び
第
二
条
関

係
）

２

こ
の
政
令
は
、
花
き
の
振
興
に
関
す
る
法
律
の
施
行

の
日
（
平
成
二
六
年
一
二
月
一
日
）
か
ら
施
行
す
る
こ

と
と
し
た
。G

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

◇
金
融
商
品
取
引
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
一
部

の
施
行
期
日
を
定
め
る
政
令
（
政
令
第
三
七
一
号
）（
金

融
庁
）

金
融
商
品
取
引
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成

二
六
年
法
律
第
四
四
号
）
附
則
第
一
条
第
二
号
に
掲
げ
る

規
定
の
施
行
期
日
は
、
平
成
二
六
年
一
一
月
二
九
日
と
す

る
こ
と
と
し
た
。

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

◇
金
融
商
品
取
引
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
一
部

の
施
行
に
伴
う
関
係
政
令
の
整
理
等
に
関
す
る
政
令

（
政
令
第
三
七
二
号
）（
金
融
庁
）

１

金
融
商
品
取
引
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平

成
二
六
年
法
律
第
四
四
号
）
の
施
行
に
伴
い
、
金
融
商

品
取
引
法
施
行
令
及
び
長
期
信
用
銀
行
法
施
行
令
に
つ

い
て
所
要
の
規
定
の
整
理
を
行
う
こ
と
と
し
た
。（
第
一

条
及
び
第
二
条
関
係
）

２

外
国
法
人
で
あ
る
第
一
種
金
融
商
品
取
引
業
を
行
う

金
融
商
品
取
引
業
者
の
事
業
報
告
書
の
提
出
及
び
説
明

書
類
の
縦
覧
に
つ
い
て
、
所
要
の
経
過
措
置
を
定
め
る

こ
と
と
し
た
。（
附
則
第
二
項
及
び
第
三
項
関
係
）

◇
保
険
業
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
一
部
の
施
行

期
日
を
定
め
る
政
令
（
政
令
第
三
七
三
号
）（
金
融
庁
）

保
険
業
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
二
六
年

法
律
第
四
五
号
）
附
則
第
一
条
第
二
号
に
掲
げ
る
規
定
の

施
行
期
日
は
、
平
成
二
六
年
一
一
月
二
八
日
と
す
る
こ
と

と
し
た
。

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

◇
保
険
業
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
政
令
第

三
七
四
号
）（
金
融
庁
）

１

保
険
会
社
が
運
用
実
績
連
動
型
保
険
契
約
に
係
る
運

用
報
告
書
に
記
載
す
べ
き
事
項
を
電
磁
的
方
法
に
よ
り

提
供
す
る
場
合
の
手
続
等
を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
第

四
条
の
六
、
第
一
四
条
の
二
項
関
係
）

２

こ
の
政
令
は
、
保
険
業
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法

律
（
平
成
二
六
年
法
律
第
四
五
号
）
附
則
第
一
条
第
二

号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
日
（
平
成
二
六
年
一
一
月

二
八
日
）
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
し
た
。

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

◇
電
気
通
信
事
業
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
一
部
の

施
行
期
日
を
定
め
る
政
令
（
政
令
第
三
七
五
号
）（
総
務

省
）

電
気
通
信
事
業
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
二

六
年
法
律
第
六
三
号
）
附
則
第
一
条
第
三
号
に
掲
げ
る
規

定
の
施
行
期
日
は
、
平
成
二
六
年
一
二
月
一
日
と
す
る
こ

と
と
し
た
。

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

◇
電
気
通
信
事
業
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

（
政
令
第
三
七
六
号
）（
総
務
省
）

１

登
録
講
習
機
関
に
係
る
登
録
の
有
効
期
間
を
三
年
と

定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
第
一
条
関
係
）

２

総
務
大
臣
が
行
う
講
習
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
に
係

る
手
数
料
の
額
を
二
八
、
八
〇
〇
円
と
定
め
る
こ
と
と

し
た
。（
別
表
第
二
関
係
）

３

こ
の
政
令
は
、
電
気
通
信
事
業
法
の
一
部
を
改
正
す

る
法
律
（
平
成
二
六
年
法
律
第
六
三
号
）
附
則
第
一
条

第
三
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
日
（
平
成
二
六
年
一

二
月
一
日
）
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
し
た
。

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

◇
地
方
公
共
団
体
の
議
会
の
議
員
及
び
長
の
選
挙
期
日
等

の
臨
時
特
例
に
関
す
る
法
律
施
行
令
（
政
令
第
三
七
七

号
）（
総
務
省
）

１

選
挙
人
名
簿
の
登
録
に
関
す
る
規
定
等
の
取
扱
い
に

関
す
る
事
項

地
方
公
共
団
体
の
議
会
の
議
員
及
び
長
の
選
挙
期
日

等
の
臨
時
特
例
に
関
す
る
法
律
（
以
下「
法
」と
い
う
。）

第
一
条
の
規
定
に
よ
り
行
わ
れ
る
選
挙
に
お
け
る
選
挙

人
名
簿
の
登
録
は
、
法
第
二
条
各
号
に
掲
げ
る
そ
れ
ぞ

れ
の
選
挙
に
つ
い
て
、
当
該
各
号
に
定
め
る
選
挙
の
期

日
の
告
示
の
日
（
以
下
「
告
示
日
」
と
い
う
。）の
前
日

（
選
挙
人
の
年
齢
に
つ
い
て
は
、
選
挙
の
期
日
）
現
在

に
よ
り
告
示
日
の
前
日
に
行
う
も
の
と
し
、
当
該
登
録

を
し
た
者
の
氏
名
等
を
告
示
日
に
縦
覧
に
供
す
る
こ
と

と
し
た
。（
第
一
条
関
係
）

２

署
名
収
集
の
禁
止
期
間
の
取
扱
い
に
関
す
る
事
項

法
第
一
条
第
一
項
又
は
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
行
わ

れ
る
選
挙
に
つ
い
て
の
署
名
収
集
の
禁
止
期
間
は
、
一

定
の
場
合
を
除
き
、
そ
れ
ぞ
れ
の
選
挙
の
期
日
前
六
〇

日
に
当
た
る
日
か
ら
当
該
選
挙
の
期
日
ま
で
の
間
と
し

た
。（
第
二
条
及
び
第
三
条
関
係
）

３

同
時
選
挙
に
関
す
る
規
定
の
取
扱
い
に
関
す
る
事
項

公
職
選
挙
法
第
一
二
〇
条
第
三
項
及
び
第
一
二
一
条

の
規
定
は
、
法
第
四
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
指
定
都

市
の
議
会
の
議
員
又
は
長
の
選
挙
及
び
当
該
指
定
都
市

の
区
域
を
包
括
す
る
都
道
府
県
の
議
会
の
議
員
又
は
長

の
選
挙
が
同
時
に
行
わ
れ
る
場
合
に
は
、
適
用
し
な
い

こ
と
と
し
た
。（
第
四
条
関
係
）

４

指
定
都
市
及
び
市
区
町
村
の
選
挙
管
理
委
員
会
は
、

法
第
一
条
第
二
項
後
段
の
規
定
に
よ
る
告
示
を
し
た
場

合
に
お
い
て
は
、
直
ち
に
そ
の
旨
を
都
道
府
県
の
選
挙

管
理
委
員
会
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
し

た
。（
第
五
条
関
係
）

５

こ
の
政
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
し

た
。

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

◇
所
得
に
対
す
る
租
税
に
関
す
る
二
重
課
税
の
回
避
及
び

脱
税
の
防
止
の
た
め
の
日
本
国
と
ア
ラ
ブ
首
長
国
連
邦

と
の
間
の
条
約
（
条
約
第
一
八
号
）（
外
務
省
）

こ
の
条
約
は
、
経
済
的
及
び
人
的
交
流
等
に
伴
っ
て
発

生
す
る
国
際
的
な
二
重
課
税
の
回
避
等
を
目
的
と
し
て
日

本
国
と
ア
ラ
ブ
首
長
国
連
邦
と
の
間
で
課
税
権
の
調
整
等

を
行
う
も
の
で
あ
り
、
そ
の
概
要
は
、
次
の
と
お
り
で
あ

る
。

１

こ
の
条
約
は
、
一
方
又
は
双
方
の
締
約
国
の
居
住
者

で
あ
る
者
に
適
用
す
る
。日
本
国
に
つ
い
て
は
所
得
税
、

法
人
税
、
復
興
特
別
所
得
税
、
復
興
特
別
法
人
税
及
び

住
民
税
、
ア
ラ
ブ
首
長
国
連
邦
に
つ
い
て
は
所
得
税
及

び
法
人
税
に
適
用
す
る
。（
第
一
条
及
び
第
二
条
関
係
）

２

こ
の
条
約
上
、
一
定
の
用
語
は
、
そ
れ
ぞ
れ
こ
の
条

約
に
お
い
て
定
義
さ
れ
た
意
義
を
有
し
、
こ
の
条
約
に

定
義
さ
れ
て
い
な
い
用
語
は
、
各
締
約
国
の
国
内
法
上

有
す
る
意
義
を
有
す
る
。（
第
三
条
〜
第
五
条
関
係
）

３

不
動
産
所
得
に
対
し
て
は
、
不
動
産
所
在
地
国
に
お

い
て
課
税
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
一
方
の
締
約
国
の
企

業
の
利
得
に
対
し
て
は
、
当
該
企
業
が
他
方
の
締
約
国

内
に
恒
久
的
施
設
を
有
す
る
場
合
に
は
、
当
該
恒
久
的

施
設
に
帰
せ
ら
れ
る
利
得
に
つ
い
て
の
み
当
該
他
方
の

締
約
国
に
お
い
て
課
税
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
一
方
の

締
約
国
の
企
業
が
船
舶
又
は
航
空
機
を
国
際
運
輸
に
運

用
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
取
得
す
る
利
得
に
対
し
て
は
、

当
該
一
方
の
締
約
国
に
お
い
て
の
み
課
税
す
る
こ
と
が

で
き
る
。
両
締
約
国
の
企
業
の
間
に
商
業
上
又
は
資
金

上
特
殊
の
関
係
が
あ
る
場
合
に
は
、
こ
れ
ら
の
関
係
が

な
か
っ
た
も
の
と
し
た
場
合
の
利
得
に
つ
き
課
税
す
る

こ
と
が
で
き
る
。（
第
六
条
〜
第
九
条
関
係
）

４

配
当
に
対
す
る
源
泉
地
国
に
お
け
る
課
税
は
、
親
会

社
が
子
会
社
か
ら
受
け
取
る
配
当
に
つ
い
て
は
五
パ
ー

セ
ン
ト
を
超
え
な
い
税
率
に
よ
り
行
わ
れ
、
そ
の
他
の

配
当
に
つ
い
て
は
一
〇
パ
ー
セ
ン
ト
を
超
え
な
い
税
率

に
よ
り
行
わ
れ
る
。
利
子
に
対
す
る
源
泉
地
国
に
お
け

る
課
税
は
、
一
〇
パ
ー
セ
ン
ト
を
超
え
な
い
税
率
に
よ

り
行
わ
れ
る
が
、
政
府
等
が
取
得
す
る
利
子
に
つ
い
て

は
源
泉
地
国
に
お
い
て
課
税
を
免
除
さ
れ
る
。
使
用
料

に
対
す
る
源
泉
地
国
に
お
け
る
課
税
は
、
一
〇
パ
ー
セ

ン
ト
を
超
え
な
い
税
率
に
よ
り
行
わ
れ
る
。（
第
一
〇

条
〜
第
一
二
条
関
係
）

Ÿ
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